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【投資法人の機構】 

投資法人の統治に関する事項 

(イ）機関の内容 

a．投資主総会 

i. 投信法又は規約により定められる本投資法人に関する一定の事項は、投資主により構成される投資主総会

にて決定されます。投資主総会における各投資主の議決権及び決議方法については、後記「第二部 投資

法人の詳細情報 第３ 管理及び運営 ３ 投資主・投資法人債権者の権利 Ａ 投資主の権利 (１)投

資主総会における議決権」をご参照ください。 

ii. 投資主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、執行役員がこれを招集し、執行役員が１名の場合

は当該執行役員が、執行役員が２名以上の場合は役員会においてあらかじめ定めた順序に従い執行役員の

１名がこれにあたります（規約第９条第２項）。 

iii. 投資主総会は、(i)2017年１月16日及び同日以降遅滞なく招集し、以後、隔年ごとの１月16日及び同日以

後遅滞なく招集します。また、(ii)本投資法人は、必要があるときは随時投資主総会を招集することがで

きます（規約第９条第３項）。 

iv. 投資主総会を招集するには、投資主総会の日の２か月前までに当該日を公告し、当該日の２週間前まで

に、投資主に対して、書面をもって、又は法令の定めるところに従い、電磁的方法により、通知を発する

ものとします。ただし、上記iii.(i)に従って開催された直前の投資主総会の日から25か月を経過する前に

開催される投資主総会については、当該公告を要しないものとします（規約第９条第４項）。 

v.  本投資法人は、投資主総会の招集に際し、投資主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供

措置をとるものとします（規約第９条第５項）。 

vi. 本投資法人は、電子提供措置をとる事項のうち投資信託及び投資法人に関する法律施行規則（平成12年

総理府令第129号。その後の改正を含みます。）（以下「投信法施行規則」といいます。）で定めるものの全

部又は一部について、議決権の基準日までに書面交付請求した投資主に対して交付する書面に記載しない

ことができます（規約第９条第６項）。 

vii. 本投資法人が上記iii.(i)に基づき投資主総会を招集する場合には、本投資法人は、2016年10月末日及び

以後隔年ごとの10月末日における最終の投資主名簿に記載又は記録されている投資主をもって、かかる投

資主総会において権利を行使することができる投資主とします。かかる場合のほか、営業期間の末日（以

下「決算期」といいます。）から３か月以内の日を投資主総会の日とする投資主総会を開催する場合、本投

資法人は、直前の決算期の最終の投資主名簿に記載又は記録された投資主をもって、その招集に係る投資

主総会において権利を行使することのできる投資主とします（規約第15条第１項）。 

viii.投資主総会の議長は、執行役員が１名の場合は当該執行役員が、執行役員が２名以上の場合は役員会に

おいてあらかじめ定めた順序に従い執行役員の１名がこれにあたります。ただし、議長たるべき執行役員

に事故がある場合は、役員会においてあらかじめ定めた順序に従い、監督役員の１名がこれにあたります

（規約第10条）。 

 

b．執行役員、監督役員及び役員会 

i. 執行役員は、本投資法人の業務を執行し、本投資法人を代表して本投資法人の業務に関する一切の裁判上

又は裁判外の行為をする権限を有しています（投信法第109条第１項及び第５項、会社法第349条第４項）。

ただし、投資主総会の招集、一般事務受託者への事務の委託、資産運用委託契約若しくは資産保管業務委

託契約の締結又はこれらの契約内容の変更、本資産運用会社からの資産運用委託契約の解約への同意その

他投信法に定められた重要な職務の執行については、役員会の承認を受けなければなりません（投信法第

109条第２項）。監督役員は、執行役員の職務の執行を監督する権限を有しています（投信法第111条第１

項）。また、役員会は、重要な職務の執行に関する前記の承認権限を有するほか、投信法及び規約に定める

権限、並びに執行役員の職務の執行を監督する権限を有しています（投信法第114条第１項）。執行役員又

は監督役員は、その任務を怠ったときには、本投資法人に対し、これによって生じた損害を賠償する責任

を負いますが（投信法第115条の６第１項）、本投資法人は、投信法の規定（投信法第115条の６第７項）に

より、規約をもって、当該責任について、当該執行役員又は監督役員が職務を行うにつき善意でかつ重大

な過失がない場合において、責任の原因となった事実の内容、当該執行役員又は監督役員の職務の執行の

状況その他の事情を勘案して特に必要と認めるときは、法令に定める限度において、役員会の決議によっ

て、免除することができる旨を定めています（規約第20条）。 

ii. 執行役員は１名以上、監督役員は２名以上（ただし、執行役員の数に１を加えた数以上とします。）とし

ます（規約第17条）。 

iii. 執行役員及び監督役員は、法令に別段の定めがある場合を除き、投資主総会の決議によって選任します

（投信法第96条第１項、規約第18条第１項）。 
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iv. 執行役員及び監督役員の任期は、選任後２年とします。ただし、投資主総会の決議によって、法令に定

める限度において、その期間を延長又は短縮することを妨げません。また、補欠又は増員のために選任さ

れた執行役員又は監督役員の任期は、前任者又は在任者の残存期間と同一とします（規約第18条第２項）。 

v. 補欠の執行役員又は監督役員の選任に係る決議が効力を有する期間は、当該決議がなされた投資主総会

（当該投資主総会において役員が選任されなかった場合には、役員が選任された直近の投資主総会）にお

いて選任された執行役員又は監督役員の任期が満了する時までとします。ただし、投資主総会の決議によ

ってその期間を短縮することを妨げないものとします（投信法第96条第２項、会社法第329条第３項、投信

法施行規則第163条第３項ただし書、規約第18条第３項）。 

vi. 役員会の決議は、法令又は規約に別段の定めがある場合を除き、議決に加わることができる構成員の過

半数が出席し、その過半数をもって行います（規約第22条）。 

vii. 役員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、執行役員が１名の場合は当該執行役員が、執行役員が

２名以上の場合は役員会においてあらかじめ定めた順序に従い、執行役員の１名がこれを招集し、その議

長となります（投信法第113条第１項、規約第21条第２項）。 

viii.役員会招集権者以外の執行役員及び監督役員は、投信法の規定に従い、役員会の招集を請求することが

できます（投信法第113条第２項、第３項）。 

ix. 役員会の招集通知は、役員会の日の３日前までに執行役員及び監督役員の全員に対して、発するものと

します。ただし、執行役員及び監督役員の全員の同意を得て、招集期間を短縮し又は招集手続を省略する

ことができます（投信法第115条第１項、会社法第368条、規約第21条第３項）。 
x.  本投資法人が、執行役員又は監督役員に対して、その職務の執行に関し、当該執行役員若しくは監督役

員が法令の規定に違反したことが疑われ若しくは責任の追及に係る請求を受けたことに対処するために支

出する費用、又は、第三者に生じた損害を賠償する責任を負う場合において、当該執行役員若しくは監督

役員が当該損害を賠償することによる損失等の全部又は一部を補償することを約する契約の内容を決定す

る場合、役員会の決議によらなければなりません（投信法第116条の２第１項）。また、本投資法人が、保

険者との間で締結する保険契約のうち、執行役員又は監督役員がその職務の執行に関し責任を負うこと又

は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を保険者が填補することを約す

るものであって、執行役員又は監督役員を被保険者とするものの内容を決定するには、役員会の決議によ

らなければなりません（投信法第116条の３第１項）。 

 

c．会計監査人 

i.  会計監査人は、法令に別段の定めがある場合を除き、投資主総会の決議によって選任します（投信法第

96条第１項、規約第25条）。 

ii. 会計監査人の任期は、就任後１年経過後に最初に迎える決算期後に開催される最初の投資主総会の終結

の時までとします。なお、会計監査人は、上記の投資主総会において別段の決議がされなかったときは、

当該投資主総会において再任されたものとみなします（投信法第103条、規約第26条）。 

iii. 会計監査人は、本投資法人の計算書類等の監査を行うとともに、執行役員の職務の執行に関し不正の行

為又は法令若しくは規約に違反する重大な事実があることを発見した場合における監督役員への報告その

他法令で定める業務を行います（投信法第115条の２第１項、第115条の３第１項等）。 

iv. 本投資法人が、会計監査人に対して、その職務の執行に関し、会計監査人が法令の規定に違反したこと

が疑われ若しくは責任の追及に係る請求を受けたことに対処するために支出する費用、又は、第三者に生

じた損害を賠償する責任を負う場合において、当該会計監査人が当該損害を賠償することによる損失等の

全部又は一部を補償することを約する契約の内容を決定する場合、役員会の決議によらなければなりませ

ん（投信法第116条の２第１項）。また、本投資法人が、保険者との間で締結する保険契約のうち、会計監

査人がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる

ことのある損害を保険者が填補することを約するものであって、会計監査人を被保険者とするものの内容

を決定するには、役員会の決議によらなければなりません（投信法第116条の３第１項）。 

 

d．資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者 

i. 本投資法人は、投信法に基づき、資産の運用に係る業務を本資産運用会社へ、資産の保管に係る業務を資

産保管会社へ委託しています。本投資法人は、資産の運用及び保管に係る業務以外の業務に係る事務で投

信法により第三者に委託しなければならないとされる事務については一般事務受託者へ委託しています。 

ii. 本投資法人の資産運用を行う本資産運用会社に係る、本書の日付現在における運用体制については、後

記「② 投資法人の運用体制」をご参照ください。  
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（ロ）内部管理及び監督役員による監督の組織、人員及び手続 

本投資法人は、その役員会規程において、役員会を３か月に１回以上開催することと定めています。本投資

法人の役員会においては、執行役員及び監督役員が出席し、本資産運用会社が同席の上、執行役員の職務執行

状況、並びに本資産運用会社、一般事務受託者及び資産保管会社の業務執行状況等について執行役員の報告が

行われることとされており、役員会を通じた管理を行う内部管理体制を確立しています。なお、執行役員の職

務執行状況、並びに資産運用会社、一般事務受託者及び資産保管会社の業務執行状況の報告は３か月に１回以

上行うこととされています。また、本書の日付現在、本投資法人の監督役員には、弁護士１名、公認会計士１

名の計２名が選任されており、各監督役員は、これまでの実務経験と見識に基づき、執行役員の職務執行につ

き様々な見地から監督を行っています。 

 

（ハ）内部管理、監督役員による監督及び会計監査との相互連携 

各監督役員は、本投資法人の役員会において、執行役員から職務執行状況、本資産運用会社による資産の運

用管理状況、並びにコンプライアンス及びリスクに関する事項について報告を受けます。また、会計監査人

は、会計監査報告を作成することに加え、その職務を行うに際して執行役員の職務の執行に関し不正の行為又

は法令若しくは規約に違反する重大な事実があることを発見したときには、遅滞なくこれを監督役員に報告す

る職務を担っています。 

 

（ニ）投資法人による関係法人に対する管理体制の整備の状況 

本投資法人と本資産運用会社又はその取締役、本資産運用会社が資産の運用を行う他の投資法人、本資産運

用会社が運用の指図を行う投資信託財産、利害関係人等（後記「第二部 投資法人の詳細情報 第３ 管理及

び運営 ２ 利害関係人との取引制限 (２)利害関係人等取引規程 ② 利害関係人等の範囲」において定義

します。）との間において特定資産の売買その他投資信託及び投資法人に関する法律施行令（平成12年政令第

480号。その後の改正を含みます。）（以下「投信法施行令」といいます。）で定める取引が行われたときは、本

資産運用会社は、投信法施行規則の定めに従い、当該取引に係る事項を記載した書面を、本投資法人、本資産

運用会社が資産の運用を行う他の投資法人、その他投信法施行令で定める者へ交付するものとされています。 

 その他の関係法人については、本資産運用会社を通じて、その業務の状況についての掌握を図っています。 


